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○商品であって使用しない軽自動車等の軽自動車税課税免除取扱要綱

平成２９年７月１日

津山市告示第１０１号

（趣旨）

第１条 この告示は，地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条第１項及び津山市税賦

課徴収条例（昭和３０年津山市条例第３号。以下「条例」という。）第８０条第１号の規

定により課税免除とする商品であって使用しない軽自動車等（同条例第７９条第１項に規

定する軽自動車等をいう。以下同じ。）のうち，道路運送車両法（昭和２６年法律第１８

５号）第７３条第１項の車両番号標を表示している軽自動車等に対する課税免除の対象範

囲及びその手続について，必要な事項を定めるものとする。

（課税免除の要件）

第２条 軽自動車税の課税免除の対象は，次の各号に掲げる要件の全てを満たすものとする。

（１） 所有者の要件

ア 中古自動車を販売することを業とする者で，古物営業法（昭和２４年法律第１０８

号。以下「法」という。）第３条第１項に規定する古物商の許可を受け，古物営業法

施行規則（平成７年国家公安委員会規則第１０号）第２条第４号の自動車及び同条第

５号の自動二輪車を取り扱う者（以下「販売業者」という。）であること。

イ 課税免除の申請時において，市税を完納していること。

（２） 軽自動車等に関する要件

ア 申請年度の４月１日（以下「賦課期日」という。）現在において販売業者が商品と

して所有し，取得時の走行距離数と賦課期日の走行距離数との差が１００キロメート

ル未満の車両（申請年度の前年の４月２日以降に当該販売業者が取得したものに限り，

原動機付自転車及び小型特殊自動車を除く。）であること。

イ 法第１６条の規定により帳簿等（同条に規定する帳簿等をいう。以下同じ。）に記

載し，又は電磁的方法により記録し，かつ，販売を目的として市内に保有し，現に展

示しているものであること。

ウ 販売業者が，取得後に道路運送車両法第５９条第１項の新規検査又は同法第６２条

第１項の継続検査を受けていないものであること。

エ 賦課期日現在において，自動車検査証の所有者及び使用者の名義が，課税免除を受

けようとする販売業者と同一の名義であること。

（課税免除の申請）
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第３条 賦課期日現在において所有する軽自動車等の軽自動車税の課税免除を受けようと

する者（以下「申請者」という。）は，津山市軽自動車税課税免除申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて，賦課期日の属する年度の４月１０日までに市長に提出するも

のとする。

（１） 法第５条第２項に規定する古物商の許可証の写し

（２） 自動車検査証の写し

（３） 法第１６条の規定により帳簿等に記載し，又は電磁的方法により記録したものの

写し（課税免除を受けようとする軽自動車等に係るものであって，取得時の走行距離数

のかわるもの）

（４） 展示していることが分かる写真（車両番号の確認ができるもの）及び賦課期日現

在の走行距離数が分かる写真

（５） 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認めるもの

（課税免除の決定）

第４条 市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容を審査し，課税免除の適

否を決定し，津山市軽自動車税課税免除決定通知書又は津山市軽自動車税課税免除却下通

知書により申請者に通知するものとする。

２ 市長は，前項の審査において必要と認めるときは，実態調査を行うものとする。

（課税免除の取消し）

第５条 市長は，課税免除の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めたとき

は，課税免除の全部又は一部を取り消し，津山市軽自動車税課税免除取消通知書により申

請者に通知するものとする。

（１） 不正な手段により課税免除を受けたとき。

（２） 前号に掲げるもののほか，市長が課税免除の決定を取り消すことが必要であると

認めたとき。

（その他）

第６条 この告示に定めるもののほか，軽自動車等に対する課税免除の取扱いに関し必要な

事項は，市長が別に定める。

付 則

この告示は，平成３０年４月１日から施行する。
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